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lD13 目木 は 封皮 術 経営、 ンステムのダイナミズムの 解明 
一日米のインスティテューションの 比較実証分析 

0 畑仲 卓郎，渡辺千帆 ( 東工大社会理工学 ) 

  日本 

1.  序甘 

ハイテク技術で 世界を席巻した 日本の凋落と 米国の               
台頭、 9 0 年代におけるこの 日米逆転の構図の 背後に     

は 、 工業化社会から 情報化社会へのシフトにおける、   

製造技術と IT の性格の本質的な 相違があ った。 ICT の 
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 文
一
 に 経営の重点が 移ってきている。 優れた知的資産を 有 

する企業は、 他の先進国の 発達した金融市場、 通信ネ、 
、 ソ トワークあ るいはロジスティックスといった 高度な 

産業インフラの 上に、 時刻で証明された 有力なビジネ、 

スモデルを速やかに 再構築し、 自らのブランドや 事業 

ノウハウによって 速やかに顧客を 開拓し、 従来にない 
スピードで事業を 立ち上げることが 可能になった。 デ 
ルコンピュータやマイクロソフト 等のいわゆる 勝ち組 
企業はこのようなビジネスモデルをいち 早く構築し 、 

瞬く間に世界的な 企業へと台頭し、 ニューエコノミー 

というものを 世に知らしめた。 

そして現在、 多数のモノ、 サービスが溢れる 社会に 
おいて、 顧客に選ばれるためには 他社との差別化を 図 
ることが必須であ り、 差別化がその 企業の競争力の 原 

動力となり ぅる 。 しかし、 高度に情報化が 進んだ現在 
では、 あ らゆるものの 陳腐化も従来と 比べ物にはなら 
ないほど早く 、 絶えずイノベーションを 発生すること 

のできる組織作りが 必要不可欠であ る。 すなわち組織 
が知識を創造、 蓄積する場として 機能する必要があ る。 
組織がそのような 場として機能するためには、 ICT ( 情 

報通信技術 ) の 利 活用を伴う組織への 再編成、 研究開 
発の効率化と 特許戦略等、 技術的な側面が 企業の競争 

以上 2 つの流れの中で、 日本の工業化社会から 情報 
力 に占める重要性も 増してきている。 

他社会へのシフト、 つまり有形資産重視から 無形資産 
重視の経営へのシフトの 失敗と米国の 台頭は下図より 

さらには高度に 国際化が進んでいる 国際社会におい 

も 明らかであ る。 
て 競争力を長期的に 発生、 維持するためには、 例えば、   米国における 成功をただ模倣するだけではなく、 自国 

  
におけるインスティテューション ( 次 章で説明 ) を 考 

    『 一 " 一 """"""""                                                                         慮 した独自のビジネスモデルの 構築が必要になるであ 
ろう。 本研究では各国のインスティテューションの 特   

  いる無形資産の 形成に与える 影響を分析、 日本型技術 

  経営に対して 提言を行 う ことを目的とする。 

  

  

Sou の e:"TheWorld  Com や et 五加 e ㎎ ssYe8 市 00k"(1 わ のし 廿 ⅡⅡ㎎ l 泊 sues) 2 円．インスティテューション 

図 1 一 1. 日米の国際競争力比較 

インスティテューションの 概念図を図 2 一 1. に示す。 
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図 2 一 1.  インスティテューションの 概念図 の 3  つより構成される。 ( ℡ eBrookingsIns 面 ution) 

Wat ㎝ abe et al. (1998) はインスティテューションを   技術革新による「イノベーション 資産」 

1. 国家経済戦略、 社会経済システム 2. 企業組織と   組織形態による「組織資産」 

文化 3. 歴史的知見 という 3 つの軸に分解し 定義し   人 による「人的資産」 

た。 本研究はその 3 つの軸を図 2 一 1. のような三層 構 

造 に再定義し研究を 進める。 により構成される。 (Lev(200 の 

インスティテューションを 1. 立法や政府の 役割等 など様々な定義付けがされている。 本研究では定量 

より構成されるマクロレベル 2. 企業や個人といった 的に扱 い やすい定義付けを 試みる。 

その社会での 主なプレーヤーが 構成するミクロレベル 

3. 宗教などの歴史的背景、 地理的な要因、 その他根本 2 一 3. チータ 

的な価値観が 構成するヒストリカルレベル と定義し 、 

各階層において 定量的に各国 (54 カ国 ) のインスティ マクロレベルのインスティテューションを 代表する 

テューションを 評価する。 変数として、 CATO Inst ㎞ te が毎年発行する Economic 

Freedom  oftheWorldAnnualRepo 「の中から、 

2 一 2. 知的資産 

l.  SIzeofGove 血 ment 

知的資産の価値評価方法は 確立されておらず、 近年 

盛んに研究が 行われている。 その中でも代表的な 方法 2. LegalS 血 cturemdSecur 晦 ofPrope 町 Ri 睡 ts 

としては、 第一に、 株式時価総額と 長期借り入れ ( 社 

債 ) との合計額を 市場価値総額として、 市場価値総額 3. Regulation｛f，redit ， Labor ， and。usiness 

から有形資産総額を 差し引いて無形資産の 価値を算出 
する方法。 第二に、 個別企業の定期間の 投資総額を有 の 3 つき、 IMD が毎年発行する WorId Competitiveness 

形 資産関連の投資総額と 無形資産関連の 投資総額とに Ye 肝 book より GovernmentalFIexibil 吋を採用し、 主に 

分けて、 無形資産関連の 投資総額を無形資産の 価値と 政府の性格付けを 行うことでマクロレベルのインステ 

して算出する 方法があ る。 ノ @  アユ ー " シ " ョンを分析する。 

また、 無形資産の定義としては 各国の価値観をあ られすデータとしては、 「 World 

ValueSurVey2000 」の結果であ る「価値観データフック」 

  所有、 売却可能な資産 ( 特許権 等 ) より、 問 l (A) 家族 (C) 余暇時間 (E) 仕事 (F) 宗教、 

  支配可能だが 分離、 売却不可能な 資産 ( 実行中の 間 17 現在の生活満足度、 問 18 自分の人生をどの 程度 

研究開発等 ) 自由に動かせると 思 うか 、 問 73 自国民であ ることの 誇 

  企業には支配不能な 資産 ( 人的資産等 ) り、 を 用いた。 

一 267 一 



  
3. 分析 拮果 

3 円．因子分析結果 
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図 3 一 1    マクロレベルの 散布図 

また、 第 1 因子、 第 2 因子の構成は 以下のよ う 。 

  

  

図 3 一 4. 価値観の散布図 

また、 第 1 因子、 第 2 因子の構成は 以下のよっ。 、 ・   因子№ l 
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図 3 一 2. 第 1 因子の構成要素 ( マクロ ) 

図 3 一 5. 第 1 因子の構成要素 ( 価値観 ) 

因子№ 2 
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図 3 一 6. 第 2 因子の構成要素 ( 価値観 ) 

3 一 2. 考察 

マクロレベルの 因子分析結果を 見ると、 第 1 因子は 

法体系、 政府の柔軟性、 規制、 より構成され、 政府が 

法や規制に対してどれだけ 柔軟に対応しているかの 指 

図 3 一 3. 第 2 因子の構成要素 ( マクロ ) 標 であ ると考えられ、 「政府の柔軟性」の 指標とする。 

第 2 因子は政府支出や 規制により構成される。 政府 

支出の要素としては、 政府支出の大きさ、 公的機関の 
売り上げの大きさ、 といったものが 含まれる。 すな む 

ち、 この因子は政府がどれだけ 家庭の支出や 一般企業 

の活動を規制しているかを 表す指標であ り、 「政府の役 

割の大きさ」の 指標とする。 
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価値観の因子分析結果において、 第 1 因子は宗教、 

家族、 愛国心、 仕事により構成される。 これはその人 

がどれだけその 社会的単位の 一員として自己を 認識し 

振舞っているかを 表す指標であ ると考えられ、 
「 Sociability 」の指標とする。 

第 2 因子は満足度、 人生の自由度、 余暇により構成 

され、 その人の柔軟性を 表す指標であ ると考えられ、 
「 Flexibility 」の指標とする。 

以下に各指標の 国際比較を掲載する。 

S ㏄ 巨 b Ⅱ 回                         政府のま杖柱 政府の伎年の 大きさ 

日本 0.23 
  0 ・ 69 

l.43 弍 ・ 03 

l.37 l.6l 
一 0 ・ l6 

l.35 
ELw 平均 づ ・ 56 0 ・ 48 0.42 づ ． 3l 

アジア平均 0 ・ 57 イ ・ 57 0.05 0 ・ 34 

OECD 平均 づ ・ 27 0 ・ 56 0.33 づ ・ l5 

図 3 一 7. 各指標の国 瞭 比較 

価値観の指標から 見ていくと、 「 Sociability 」にお 

いて、 米国、 アジア諸国平均とは 正反対で、 むしろ E 

U 諸国の平均に 近い値となっている。 また、 アジア諸 

国の平均が EU 諸国の平均より 大きい値となっている。 

「 Flexibility 」においては、 日本はアジア 諸国の平 

均値より大きく、 ここでも EU 諸国の平均により 近い 

値となっている。 米国は 0 ． 69 と高い値となっていて、 

世界的に見て 社交性が低く、 中程度の適応力という 日 

本の国民性というものが 見えてくる。 

次にマクロレベルで 見ると、 「政府の柔軟性」、 「政府 

の役割の大きさ」の 両袖において、 oEcD 諸国平均とほ 

ほ同じ値であ ることがわかる。 

4. と今後の課 且 

価値観、 マクロレベルでの でッ ピンバでは日本、 米 

国、 欧州諸国、 アジア諸国、 とそれぞれの 特徴が顕著 

に現れた形となった。 今後は、 これら結果を IcT の 利 

活用を通じた 知的資産の形成、 競争力の獲得へと 結び 

つけるようなモデルを 構築し、 分析を行 う ことが期待 

される。 

等 ) 

  さらには、 知識べ ー スの社会経済を 促進させるよ 

うな ( 無形資産に対する 妥当な評価を 促す ) 制度 

等があ る。 

また、 現地でのアンケート、 Web を通じたアンケート 

を学生対象に 行い、 社会において 一つの大きな 制度で 

あ る教育とビジネスを 結ぶ担い手の 行動規範を明らか 

にすることで、 より独自の、 かつ精練な分析を 可能に 

する指標の抽出を 試みる。 

  
" 叫 " 。 """ 。 。 。 。 。 へ   

""' 。 で '  一 

。 。 """ 。 " ド " 
" に " 。 。 ヒ "1 。 " 俺 " Ⅰ㎏ 軒 Ⅰ ' 
"' 。 "" 。 ""'"'" 。 " 祀 " 。 

"D" 

。 ト "" 。 " 。 " 甘 " 。 。 ' 
""" 。 。 ㎡ " 珂 。 。 "" 

日米において 収集、 構築が期待される 変数として 

  ビジネスモデル 特許の件数 

  特許関連データ ( 特許件数、 特許取得生産性 (( 出 

願件数 / 研究開発費累計 ) * 推定類型登録率 等 ) 

  組織に関する 無形資産の指標 ( 一人当たり売上高 
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図 4 一 1. 学生、 教育の社会における 役割 

これらを総合的に 進め、 日本型技術経営システム ヘ 

の提言を試みる。 

井 孝文献 
Ⅲ 経済産業省 「通商自害 第 2 章 「新たな価値創造 経痢と 

競争軸の進化」 20% 
[21  電通総研、 日本リサーチセンター 復 「価値観データフック」 

同友 館 2% 
[3]  浜中淳一「高度成長化社会における 社会経済体質とその 技術政策 

への 形笹 」東京工業大学大学院修士論文 2 ㏄ 2 

Ⅰ 4]  渡辺千切 宮崎久美子 勝木雅称 「技術経済 幹 」 耳科技連 
Ⅰ 銭 8 

Ⅰ 5 Ⅰ 渡辺 千匁 「技術革新の 計 % 分析」 自科技連 2001 
[6I  Di ㎝ ond HarVard Business  「 IT と戦略の統合マネジメント」 

June-July2000 
[7]  Bamch  氏 v  &  Suresh  R ㎡Ⅱ akrjshn 簗 [me  Me ボ urement  of 

Fim.s 性 c 市 corg 肌ね田 onC 叩 @]NBER  Work ㎞ gp 叩 ㏄ 2 ㏄ 3 

[8]  Intemation Ⅰ Instim ㏄ 椅 r  M 簗 ㎎ ement  簗 d  D つ velopment  [World 
Com 匹 titivenessYe 町 快め kl2001 

[g]  Ja 皿 esGw 任苗 ey&  Ro ㎏ n  Laws0n  田 ㏄ noI ㎡ cFre ㏄ om  of Ⅲ eWorld 
2004%)nu ぬ Re 四 n]20 ㏄ 

[10]  Sh@n ㎏ u  Y 餌 g  &  E 爪 B り呵 0 撫 son  山 t 杣 gibleAsseb  簗 d  Gr0wth 
Accounling:Eviden ㏄ 丘 om  ComputerInvestmen 同 2 ㏄ 3 


